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はじめに

　新型コロナウイルス感染症の拡大は、本邦の感染症対
策の大きな転換機会になった。薬剤耐性菌の問題は、サ
イレントパンデミックと呼ばれ、社会において常に今そこに
ある危機として存在している。そのため、薬剤耐性菌に対
する対策は、継続的に取り組まなければならない課題であ
る。抗菌薬適正使用は、薬剤耐性菌の増加を抑える上で
重要な対策であるとともに、AMR対策アクションプランの
大きな柱の一つである。本稿では、抗菌薬適正使用の重
要性、AMR対策アクションプラン、そして抗菌薬適正使用
の実際について述べる。

1．抗菌薬適正使用の重要性

　欧州の国々での2005年の抗菌薬使用量の調査結果
からは、その使用量には季節性変動があり冬季に増加す
る傾向がみられることが知られている。また、薬剤耐性菌
の誘導と関与度は、抗菌薬の不適正使用と使用量が大
きく関与することが報告されている1)。わが国の抗菌薬使
用の特徴としては、経口抗菌薬全体の使用量を欧州の
国 と々比較すると、人口当たりの使用量は国際的に見る
とむしろ少ない。しかし、使用される抗菌薬の種類として、
ペニシリン抗菌薬が少なく、マクロライドト系、セファロスポリ
ン系、フルオロキノロン系抗菌薬が多く、その大部分が経
口薬として使用されていることが報告された2)。このデータ
は、我が国においてAMR対策アクションプランを策定する
にあたって重要な基礎データとなった。そのため、本邦で
は抗菌薬の総使用量を減量するとともに、欧米型のペニ
シリン系抗菌薬優位の抗菌薬使用への量的・質的改革
が必要となる。2010年に発表されたsystematic review 
and meta-analysisでは3)、尿路感染症患者に抗菌薬投
与した場合、投与群は非投与群に比べ、尿からの薬剤耐
性大腸菌の検出率が、投与後12カ月まで有意に高いこと
が示されている。また呼吸器感染症患者で抗菌薬治療し
た群と非治療群では、治療群は主に肺炎球菌とインフル
エンザ菌での薬剤耐性菌検出率が、治療後12カ月まで
高いとされている。入院患者でも抗菌薬治療を行った約

1500名をフォローアップすると、その約20%に何らかの有
害事象が見られ、30日以内の短期有害事象(胃腸障害、
腎障害、血液障害など)がその約60%を占め、90日以内の
長期有害事象がその約40%を占め、クロストリジオイデス・
ディフィシル感染症や、基質拡張型β-ラクタマーゼ産生菌
やバンコマイシン耐性腸球菌による感染症が発生してい
たと報告されている4)。これらのことから、抗菌薬を使用す
れば薬剤耐性菌を選択するリスクが高まることになり、必
要のない抗菌薬は使用しないこと、またなるべくスペクトラ
ムの狭い抗菌薬を使用することが重要であると考えられ
た。

2．AMR対策アクションプラン

　2015年の世界保健総会にて「薬剤耐性（AMR）対
策に関するグローバルアクションプラン」が採択されたこ
とに基づき、本邦に於いても2016年に2020年までの行
動計画である「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン
2016-2020」が策定され、普及啓発・教育、動向調査・監視

（サーベイランス・モニタリング）、感染予防・管理、抗微生
物薬の適正使用、研究開発・創薬、国際協力の6つの柱
が示された5)。このAMR対策アクションプランでは、抗菌
薬使用量や薬剤耐性菌の検出率などに目標が掲げられ
た。同時に、抗微生物薬適正使用の手引き第一版が示
され、経口抗菌薬の適正使用の推進は成果を上げてい
る。抗菌薬の全体的な使用量(人口1000あたりの1日使
用量)は、2013年に比べ2020年では内服および静注抗菌
薬の使用量で約24％(14.27→10.82)、内服のみの使用量
で約26％(13.44→10.05)減少していることが報告されてい
る。とりわけ、我が国で特徴的に使用の多い、マクロライド
系抗菌薬（39.3%減）、セファロスポリン系抗菌薬（42.7%
減）、フルオロキノロン系抗菌薬（41.3%減）の使用量は減
少した。しかし、静注抗菌薬の使用量は3%程度にとどまっ
ており(目標は20%減少)今後の課題である。薬剤耐性菌
の割合については、肺炎球菌のペニシリン非感受性率
(髄液検体以外)、大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性
率は2020年の目標値を達成している。しかし、黄色ブドウ
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球菌のメチシリン耐性率、緑膿菌のカルバペネム耐性率
は減少しているものの目標達成には至っていない。また、
大腸菌のフルオロキノロン耐性率はむしろ増加している
ことが課題である。これらの成果を踏まえ新たに薬剤耐性

（AMR）アクションプラン（2023-2027）が示された6)。新た
に、バンコマイシン耐性腸球菌感染症の罹患数（80人以
下）とカルバペネム系の静注抗菌薬の人口千人当たりの
1日使用量（20%減）の目標値が設定されている。薬剤耐
性（AMR）アクションプランにより、これまでは縦割りの行
政区分で行われていたサーベイランスが、One-Healthの
視点から統合されて見ることができるようになったことは大
きな成果である。それは、薬剤耐性ワンヘルス動向調査
年次報告書としてまとめられており、厚生労働省のHPより
見ることが可能である(https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000120172.html)。

3．抗菌薬適正使用の実際

　薬剤耐性（AMR）対策アクションプランに基づき、厚生
労働省より「抗微生物薬適正使用の手引き」が公表されて
いる。第一版では基礎疾患のない学童期以降の小児と成
人を対象として、第二版では基礎疾患のない生後3か月以
降から小学校入学前の乳幼児を対象に、急性気道感染
症を中心に抗菌薬の適正使用の実際が示されている。
　気道感染症の多くは「感冒」を中心とするウイルス感染
症であり、抗菌薬は無効である。また、細菌感染症でもペニ
シリン系抗菌薬で十分な効果を示すことが多い。「抗微生
物薬適正使用の手引き第一版」では、基礎疾患のない学
童期以降の小児と成人を対象として、急性気道感染症を
咽頭症状が主である急性咽頭炎、咳症状（3週間以内）
が主である急性気管支炎、鼻症状が主である急性鼻副
鼻腔炎、鼻喉咳症状が同程度である感冒の4つの病態に
分類し診断と治療の手順が示されている7)。
急性鼻副鼻腔炎：発熱の有無を問わず「くしゃみ、鼻汁、
鼻閉を主症状とする病態」を有する場合、急性鼻副鼻腔
炎を疑うとともに、急性ウイルス性鼻副鼻腔炎か急性細菌
性鼻副鼻腔炎かを判断する。副鼻腔炎は、ほとんどの場
合、鼻腔内の炎症を伴っていること、また、鼻炎症状が先行
することから、最近では副鼻腔炎の代わりに鼻副鼻腔炎と
呼ぶことが多い。急性ウイルス性上気道感染症のうち、急

性細菌性鼻副鼻腔炎を合併する症例は2%未満と報告さ
れている。また、鼻汁の色だけではウイルス感染症と細菌
感染症との区別はできないとされるが、症状が二峰性に悪
化する場合には細菌感染症を疑う必要があるとも指摘さ
れている。臨床症状（鼻漏、顔面痛・前頭部痛）と鼻腔所見

（鼻汁・後鼻漏）に基づき重症度を評価することが重要と
なる。小児例では、合わせて湿性咳嗽・不機嫌が重要な症
状となる。また、小児例では、10日間以上続く鼻汁・後鼻漏
や日中の咳を認める例、39˚C以上の発熱と膿性鼻汁が少
なくとも3日以上続き重症感のある例、感冒に引き続き1週間
後に再度の発熱や日中の鼻汁・咳の増悪が見られる例で
は抗菌薬治療の適応となる。治療に際しては、成人におけ
る基本は、軽症の急性鼻副鼻腔炎に対しては、抗菌薬投
与を行わないことが推奨される。一方、中等症又は重症の
急性鼻副鼻腔炎に対して、抗菌薬治療が推奨される。学
童期以降の小児における基本は、急性鼻副鼻腔炎に対し
ては、遷延性又は重症の場合を除き、抗菌薬投与を行わ
ないことが推奨される。遷延性又は重症の場合には、抗菌
薬投与を検討することが推奨される。抗菌薬としては、アモ
キシシリン水和物内服5〜7日間投与が推奨される。
急性咽頭・扁桃炎：のど（「抗微生物薬適正使用の手引
き」以下「手引き」では喉と記載）の痛みを主症状とする病
態を有する急性気道感染症を急性咽頭炎に分類し、急性
扁桃炎は急性咽頭炎に含まれることが手引きに記載され
ている。大部分の原因微生物はウイルスであり、抗菌薬の
適応のあるA群β溶血性連鎖球菌(GAS)による症例は、成
人においては全体の10%程度と報告されている。本法で行
われた研究では、20〜59歳の急性扁桃炎患者の約30%、
小児の急性咽頭炎患者の約17%がGAS陽性であったと
も報告されている。GASによる急性咽頭炎は、学童期の小
児で頻度が高く、乳幼児では比較的稀であるとされるが、
咽頭培養から検出されるGASのすべてが急性咽頭炎の
起因微生物ではなく、無症状の小児の20%以上にGAS保
菌が認められる。近年、GAS以外のC群やG群β溶血性連
鎖球菌やFusobacterium属も急性咽頭炎・扁桃炎の原
因になる可能性が欧米の調査では指摘されている。治療
に際しては、迅速抗原検査又は培養検査でA群β溶血性
連鎖球菌(GAS)が検出されていない急性咽頭炎に対して
は、抗菌薬投与を行わないことを推奨する。迅速抗原検査
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又は培養検査でGASが検出された急性咽頭炎に対して
抗菌薬の投与を検討することが推奨される。また、診断に
おいては、Red Frag（人生最悪の痛み、唾も飲み込めな
い、開口障害、嗄声、呼吸困難の状態、突然発症、嘔吐、
咽頭所見が乏しい）を有する場合には、扁桃周囲膿瘍、急
性喉頭蓋炎、咽後膿瘍、急性心筋梗塞、くも膜下出血、頸
動脈・椎骨動脈解離などの致死的疾患に注意を要する。
抗菌薬としては、アモキシシリン水和物内服10日間投与が
推奨される。
急性気管炎：発熱や痰の有無を問わず、咳を主症状とす
る病態を有する急性気道感染症が急性気管支炎に分類
される。急性気道感染症による咳は2〜3週間続くことも少
なくなく、平均17.8日間持続すると報告されている。急性気
管支炎の原因微生物は、ウイルスが90%以上を占め、残り
の5%〜10%は百日咳菌、マイコプラズマ、クラミドフィラ等で
あると指摘されているが、膿性喀痰や喀痰の色の変化で
は、細菌性であるかの判断はできない。
　さらに、「抗微生物薬適正使用の手引き−第二版」で
は、基礎疾患のない生後3か月以降から小学校入学前の
乳幼児を対象に、感冒・鼻副鼻腔炎、咽頭炎、クループ症
候群、気管支炎、細気管支炎に対する診断と治療の手順
が示されている8)。
感冒・鼻副鼻腔炎：二次性細菌感染症への移行に注意
する必要があり、咳の増悪を認める場合には、アモキシシリ
ン水和物　40mg/kg/日　分3　7〜10日間の投与が推
奨される。
咽頭炎：急性咽頭炎の症状と症候があり、急性GAS咽
頭炎が疑われる場合、GAS迅速抗原検査の適応とされ
る。GASによる急性咽頭炎と診断した場合には、アモキシシ
リン水和物　30〜50mg/kg/日(最大1000mg/日)分2もしく
は分3内服　10日間が推奨される。
クループ症候群、急性気管支炎、急性細気管支炎：ほと
んどがウイルス感染症であり、抗菌薬の適用はない。

おわりに

　抗菌薬適正使用とAMR対策アクションプランについて、
その重要性と概要、実践について概説した。抗菌薬適正
使用はAMR対策アクションプランでも重要な柱の一つであ
る。このアクションプランは、2016年に発表された後2022年

には2027年までの再目標が設定された。薬剤耐性菌対策
は、今後も継続的に取り組んでいくべき重要な問題である。
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